

昭和62年版 大阪経済白書 の概要

─円高とネットワーク社会の展開─


　　「大阪経済白書」は、大阪の経済構造・産業活動や労働分野における中長期的な課題を明らかにするとともに、大阪経済の前年の景気動向や府内の労働情勢を把握し、企業経営における方針の作成や地域の産業･労働政策の検討に資することを目的に作成しております。以下は昭和62年版の概要です。



【要約】 

第１部　昭和61年の大阪経済

◆円高の影響を強く受けた大阪経済
・　61年の大阪経済は､60年９月のＧ５（先進５カ国蔵相・中央銀行総裁会議）を契機とした円の急騰とその後の円高定着による輸出の低迷を主因に、停滞基調を強めた。すなわち、物価の安定が続いたものの、企業マインドの冷え込みから民間設備投資は大幅に鈍化し、個人消費も年後半にかけて不振となった。こうした需要動向を反映して､製造業では工業生産が前年比減少、一方、卸･小売業を中心に非製造業でも年後半に業績の不振感が強まった。
　このように、大阪経済は全国と比較しても円高の影響を強く受けた形となり、雇用情勢も厳しさを増した。こうした状況下、府では「大阪府円高対策推進会議」を設置するなど、各種の施策を講じてきた。
・　輸出（円ベース）は円の対ドルレートが200円（月中平均）を割り込んだ61年２月以降急速に落ち込み、前年比20.0％減と前回円高時（52年～53年）の同7.5％減（53年）を大きく上回る昭和30年以降最大の減少幅となった。
　また、輸入は金額ではドル安などから61年を通じて減少となったが､数量的には製品類を中心に増加した。
　内需では、民間設備投資をみると、非製造業では堅調に推移したものの､製造業の低迷から大幅に伸び率は鈍化した。また、個人消費支出は、勤労者収入の伸び悩みなどから年後半にかけて盛り上がりを欠いた。
　一方、住宅建設は金利低下や建築資材価格の安定などを背景に､また公共投資は公共工事の前倒し発注および追加発注の実施により、いずれも好調に推移した。しかし、これら部門の好調も景気全体を押し上げるには至らなかった。
　したがって、工業生産は年間で前年実績を３年ぶりに割り込み、労働需給面でも雇用調整の進展がみられるなど、振るわなかった。また、企業倒産件数は､不況型倒産や円高倒産が増加したものの､全体としては、金融の緩和基調から減少となった。
　卸売物価は、円高や原油などの一次産品の海外市況の軟化などから、前年比9.3％下落幅となり、消費者物価も10月～12月期には前年同期比0.2％下落を記録するなど､安定した動きとなった。
　金融面では､金利低下のなかで大企業の資金調達方法が多様化する一方、都市銀行を中心に中小企業向け融資が順調な伸びを示した。なお、預貯金面では法人を対象にした大口定期預金が好調な伸びを示した。
・　輸出型産業をはじめとする製造業、輸出専門商社等の卸売業などの円高デメリットの影響を受けた業種と､円高･原油安のメリットをうけた電気･ガスのほか、建設､不動産業などとの業績格差が目立ったのも、61年の大阪経済の特徴の一つである。しかし、これら業種も景気停滞の長期化などから、年後半にかけ伸び悩んだ。
　こうしたなかにあって、製造業を中心に｢新製品の開発｣､｢製品の高級化｣､｢海外進出｣、「合理化･コストダウン」など、さまざまな対応が実施されているが､円高が産業構造の転換を加速していることもあって、各企業とも､なお一層の努力が必要となっている。
◆深刻化した中小企業の景況
・　61年の府下中小企業の景況は、不況が輸出関連部門のみならず、内需関連部門にも浸透し､期を追って深刻化してきた。とくに、下請中小企業の景況は不振であった。
　このため、企業収益動向もきわめて低調裡に推移し､雇用面における減量経営志向も強まってきた。
　業種別にみると、輸出関連業種ではかねてからアジアＮＩＣＳないし発展途上国における品質･技術面の工場から競合が激化しつつあったところに、円高の進展が加わり、輸出は大きく減少した。
　また、個人消費関連業種においては格差がみられるものの、総じて盛り上がりに欠ける推移となり、設備投資関連業種においても、61年に入り、不振に転じた。
　もっとも、建設関連業種においては景気対策による住宅建設､公共投資の需要増により、秋以降持ち直し傾向となった。
　以上のように、中小企業の多くは61年を通じて苦しい状況にあったが、こうした円高不況と日本経済の構造調整に直面して、これまで採られてきたさまざまな対応策のみならず、今後は経営多角化、海外生産の強化など、より多面的な対応策が必要となっている。

第２部　ネットワーク社会の展開

◆高度情報化と大阪経済
・　近年、ニーズの多様化･高度化､技術革新の進展､更には､最近の円高による新たな国際時代の到来など経済環境が大きく変化する中で､企業活動における情報の重要性が高まってきている。一方、コンピュータや通信の著しい発達に伴い、産業経済､社会生活などあらゆる分野で情報化が進展しつつあり､今後、産業･企業が成長･発展していくためには､情報化に積極的に取り組むことが必要である。
・　各産業･企業の情報活動は活発化している。新たな情報処理技術などを自らの企業経営に積極的に導入､更に､情報ネットワーク化を推進し､それらを活用して企業経営の効率化､経費の節減、新たなニーズやビジネスチャンスに対応するなど「産業の情報化｣を進めている。他方､それに伴い、情報サービス業などの情報産業が発展し､その拡大した市場に製造･卸･運輸業など他業界からの新規参入が増加するなどの「情報の産業化｣も進んでいる。このような動きは、従来の製造･卸･小売･サービスといった業種･業態間の「垣根｣を突き崩し､情報処理や情報提供を核に新たな産業構造の変革をもたらしている。
・　高度情報化は､大都市を中心に進んでいるが､地方圏における取組みも活発化し、情報ネットワーク化の進展から定型的な情報の入手･利用面での地域間格差が縮小するなど､地域間競争も新たな段階を迎えている。他方､企画･研究開発､技術､市場､国際動向など企業活動にとって必要な情報及び情報源は､数多くの中央官庁･大企業･経済団体などの集積から生み出される情報の重要性の増大などから、東京への集中が一層促進される可能性が大きい。このような中で、大阪の中枢機能を高めていくには、情報発信機能を強化することが必要であり､そのために試験研究機関の整備･拡充やイベント･国際会議の開催などによる独自情報の創造と､それを直接に全国･全世界に向けて発信しうるハード・ソフト両面にわたる情報基盤整備に向けての積極的な取り組みが不可欠である。
◆情報化の進展と工業活動の高度化
・　近年､社会・経済環境の変化が進む中で、情報の重要性が一段と高まり、大阪工業においても情報の収集･生産･提供という情報活動を充実し、情報活動を充実し、工業活動の高度化に役立てつつある。
・　情報収集については、多種多様で、より専門的､独自な情報を求める動きが強まり、情報生産については企画･研究開発活動を重視するとともに人的ネットワーク形成も活発になってきている。更に､情報提供については、自社で収集･生産した情報の提供や経営指導体制を整えるなど､高度化してきている。
・　事務部門における情報化の動きは、早くからファクシミリやコンピュータをはじめ各種のＯＡ機器の導入・利用が進み、その利用目的も事務の合理化から経営戦略決定への寄与を志向するなど質的に高度化してきている。しかし、ＬＡＮ（企業内情報通信網）の構築などシステム化への取組みは大企業が中心になっているなど、企業規模や業種によっても格差がみられる。
・　生産部門における情報化は、大企業では、ＦＭＳ（フレキシブル生産システム）が普及し､ＣＩＭ（コンピュータ総合生産システム）を志向する企業が出てきているなど高度化してきている。しかし、中堅･中小企業では､単体としてのＦＡ機器の導入･利用は進んでいるものの､生産システム化については、一部を除き立ち遅れており、その高度化が課題になっている。
・　企業内､企業間を問わず情報通信ネットワークを構築する動きが活発化になっている。特に､企業間ネットワークは､当初､受発注業務の迅速化･効率化に主要なねらいがあったが､最近ではマーケティングや商品企画開発への活用を図るなど戦略的なねらいを強め､その形成の有無によって取引関係や企業競争力に影響を与えつつある。
・　このように、大阪工業においては､情報化に取り組む企業が着実に増えてきているが､それは企業規模や業種によっても格差がみられ、各産業･企業としては､(1)情報機器の導入とシステム化の推進､(2)情報通信ネットワーク化進展への対応、(3)人的ネットワークの形成、(4)人材の開発･育成に取り組むことが必要となっており､一方、(5)公的機関による情報化への支援も重要となっている。

◆情報化の進展と商業活動の高度化
・　商業をめぐる環境は大きく変わりつつある。消費の伸びが鈍化するなかで、消費者ニーズは個性化､多様化している。このような環境変化に対応するには､消費や需要構造の変化を的確に把握し､仕入れ､販売等の活動を効率化させることがますます重要となり､情報機器の果たす役割も大きくなってきている。
　小売業では､半数近い企業で電子レジスタを利用しているのをはじめ、ファクシミリやコンピュータの導入も増加している。特に､コンピュータは低価格化と高性能化、使いやすいソフトの充実もあって、パソコン､オフコンを中心に､中小小売業にとっても身近なものになりつつある。なお、ＰＯＳについては、大手量販店やコンビニエンス・チェーンの加盟店で､売れ筋情報把握に活用されているが､一般の中小小売店での普及はまだ低い段階にとどまっている。
　卸売業においては、半数以上の企業でコンピュータの導入がみられ、そのデータ処理も経営管理から経営計画･企画へと拡がりつつある。
・　最近では､このような情報機器は単体利用や、同一店舗・事業所内でネットワーク化されるだけでなく、本･支店（店舗）間、営業所間、更には､取引先企業間でネットワーク化し活用される段階へと移行してきている。
　小売業においてネットワーク化を推進しているのは、大手量販店やＦＣ（フランチャイズ・チェーン）、ＶＣ（ボランラリー･チェーン）であり、メーカーや卸売業との間に受発注オンライン･システムを組んでいる。
　卸売業では自らネットワークを形成している企業は少なく､中堅クラス以上の企業では量販店やメーカー主導のネットワークに参加しているところがみられ､これに伴う多品種少量・多頻度納入への対応が大きな課題となっている。
　一方､メーカーや物流業がそのネットワークを利用して商業分野に新規参入する動きも出てきており、卸売機能などにも大きな影響を与えつつある。
・　大企業は、ネットワークを活用して､消費者ニーズに迅速、的確に対応するとともに、業務の効率化を進めてきているが､中小企業においては、資金や人材確保に問題があり､対応は遅れている。しかし、中小企業にあっても、情報機器の導入促進とその利用の高度化が必要であり､共同化あるいはＶＡＮ業者の利用などによるネットワーク化への対応も重要となってきている。


むすび

　61年の大阪経済は､60年秋以来の円高の定着により､年間を通して停滞基調で推移した。
　こうした中で､わが国では、情報･通信技術の高度化･融合に通信の自由化があいまって、情報ネットワーク化の展開など高度情報化が進展し、社会･経済構造に大きな変革をもたらしつつある。大阪産業･経済としては高度情報化次代に適合した産業構造への変革と併せて、企業体質の改善を図っていくことが重要となっている。
　そのためには、情報の生産･発信･交流機能の拡充･強化が必要であり、情報通信基盤の整備･拡充、情報関連産業の振興･育成､企業における情報活動の高度化､情報化に対応した人材の開発･育成とともに、文化やアメニティに優れ、内外の人々が自由に集まりかつ活発に交流する、国際的にも開かれた都市を育んでいくことが重要といえよう。
　

